
さいたま市長５月定例記者会見記録 
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午前１０時～ 

市役所特別会議室 

 

○進行  記者クラブの皆さん、おはようございます。 

 ただいまから定例記者会見を始めさせていただきます。 

 それでは、幹事者の共同通信社さん、進行方よろしくお願いいたします。 

○共同通信  ５月の幹事社、共同通信です。よろしくお願いします。 

 今日は初登庁なので、まず、就任のあいさつをお願いします。 

 その後、議題の説明をよろしくお願いいたします。 

○市長  それでは、本日初登庁ということでありまして、早速記者会見を開かせていただ 

きましたところ、各社ご参集いただきまして、大変ありがとうございました。 

 それでは、記者会見に臨みまして、一言ごあいさつを申し上げます。 

 去る５月１５日のさいたま市長選挙において、多くの市民の皆様のご支持をいただき、

引き続きさいたま市長としての重責を担うことになりました。今回の信託の結果を厳粛に

受け止め、今の気持ちを忘れることなく、市長として、１１８万市民の皆様への責任を果

たすため全力を尽くしてまいる所存であります。 

 今後の政策については、既にマニフェストとして市民の皆様に提示をさせていただいた

ところでございます。行政にとって、市民の皆様の信頼と納得が何より大事であります。

そのために、私は、次の三つを基本理念として施策を展開をしてまいりたいと考えていま

す。 

 一つ目は、行政は市民のパートナーであるということであります。 

 市民と行政の協働により、市民ニーズに即した事業を企画・立案をし、運営を図ること

が必要であります。 

 二つ目は、さいたま市の自然を守り育てることであります。 

 人と自然の尊重により、市内の緑豊かな自然を後世に残してまいります。一人当たりの

公園面積を向上させ、市民生活に潤いのある住環境をつくってまいります。 

 三つ目は、子どもたちを大切に育てることであります。 

 私は、日本の将来を託し得る、次世代を担う子どもたちが、生き生きと夢と希望を語る

ことができる環境づくりに取り組んでまいります。 



 また、これらを実現するために、職員一人ひとりに、政策マン、地域デザイナー、コー

ディネーターになってもらう必要がありますし、納税者の視点、情報公開と市民参画、費

用対効果といった意識や姿勢を徹底して身につけてもらう必要があります。このための職

員の意識改革を一層強力に推進をしてまいります。 

 以上申し上げた三つの基本理念を踏まえ、五つの重点戦略、八つの基本政策と１２７の

具体策に基づき、市民のだれもが住むことを誇りに思えるような理想都市づくりに全力を

あげてまいる決意でございます。 

 これからもなお一層のお力添えを賜りますようお願いを申し上げまして、就任に当たり

ましてごあいさつにいたします。 

 それでは、続きまして、議題の説明をさせていただきます。 

 本日用意をいたしました議題は一つ、「虐待根絶に向けた取組みについて」であります。 

 子どもへの虐待は全国的に年々増加の一途をたどり、大きな社会問題となっております。

本市児童相談所への虐待相談も、年々深刻な事例が増加をしており、虐待の発生予防から

アフターケアに至るまで、切れ目のない総合的な支援が必要となっております。 

 本市では、これまで、子どもの虐待防止に向けて、市関連部署、関係機関、地域が一体

となって、早期発見と早期対応により虐待防止に取り組んでまいりました。 

 本年３月には、「さいたま子ども・子育て希望（ゆめ）プラン」「さいたま市次世代育

成支援対策行動計画」を策定をし、今後５か年に取り組む重要な課題として、子ども虐待 

防止対策を重点プログラムの一つとして取り上げ、更に取組みを強化をしてまいります。 

 初年度に当たる平成１７年度は、新規事業として次の３事業を実施をすることといたし

ました。 

 各事業の概要につきまして申し上げますと、一つ目は、２４時間虐待電話相談事業で、

埼玉県に先駆けて実施をするもので、近年急増している子ども虐待へ早期対応するため、

児童相談所における子どもの虐待にかかわる通報や相談の受理を専用電話で常時行えるよ

う、体制整備を図るものでございます。 

 二つ目は、子ども虐待予防家庭訪問事業で、子育てに不安を感じている家庭などに「子

ども家庭支援員」を継続的に派遣をし、相談、支援を行うもので、虐待の未然防止策の充

実を図るものでございます。 

 三つ目は、子ども虐待対応マニュアルを刊行いたしました。 

 これは、保健所や区役所支援課など子育て支援に携わっている職員や民生委員などが虐

待を早期発見し、適切な対応と、児童相談所を中心に関係機関、相互の連携が図られるよ



う、新たにマニュアルを作成をしたものであります。 

 今後、これらの事業のほか、従来から取り組んでまいりました各種支援事業により、虐

待の未然防止に努め、あわせて、福祉、保健、教育など市関連部署や、警察、司法などの 

関係機関との連携を更に強化し、子どもの虐待が根絶されるよう取り組んでまいります。 

 以上でありますが、詳細につきましては添付の資料でご確認をいただければというふう

に思っております。 

 私のほうは、とりあえず以上です。 

○共同通信  それでは、ちょっとですね、先に幹事社質問を２点させていただき……。 

○市長  その前に、今のあれについて何か御質問ありますか……。 

○共同通信  議題についてですか？ 

○市長  そうそう。 

○共同通信  議題について、各社、質問があったらお願いします。 

○読売新聞  すみません、読売ですけれども。 

 ２４時間電話なんですが、これ、電話は常時何人が詰めているんでしょうか。 

○市長  じゃ、担当のほうから。 

○事務局  はい。事務局です。常に、夜間・休日は非常勤職員が一人おります。日中は児 

童相談所の職員も対応しております。 

○読売新聞  今、市長の話もありましたけれども、この８４０－１４４８というのは、 

代表とかじゃなくて、直通なんですか。 

○事務局  直通です。 

○読売新聞  こういうものができる前は、さいたま市としてはどういう対応だったんで 

すか。相談所として、相談所へ電話があれば対応していたということですか。 

○事務局  従来も、関係機関、病院、警察等々の関係機関においてはですね、まさに２４ 

時間体制で、児童相談所へ直通電話をかけてから承知しておったわけです。 

 今回は、いわゆる一般市民の方の通告・相談にも広げようということで、専用の電話回

線を引いて、職員が待機するというかたちをとったわけです。 

○読売新聞  そうすると、関係機関用の専門、専用電話があったということは、この詰 

めている、例えば夜間いたりというのは同じなんですか、これからも。 

○事務局  はい。実は、相談所のほうの、個々のホットラインをですね、関係機関同士は 

確保していたということでして、今回は、一般の方々からの電話を受けるためにオープン

にした電話回線ということになります。今までは関係者のみのクローズドの電話回線とい



うことです。 

○読売新聞  あと、家庭訪問事業なんですけれども、家庭支援員の委嘱というのはもう 

、したんでしょうか。これから委嘱するんでしょうか。 

○事務局  保健所です。これからでございます。 

○読売新聞  大体いつごろ、何人ぐらいに委嘱はするんでしょうか。 

○事務局  今、予定としては２０名程度と考えております。で、委嘱の時期ですけれども 

、６月の下旬というふうに計画しております。 

○読売新聞  これは、６月のその……６月のというか、電話相談を受けて対応するとい 

う、前の事業とリンクしていると見ていいんですか。 

○事務局  電話相談ということもあるかもしれませんが、基本的には新生児・未熟児訪問 

、そのあたり、そして、産婦人科等からの連絡、連携をとっている、そういう既存のもの

から必要なケースを出してくる予定でございます。 

○日本経済新聞  ２４時間の電話相談なんですけど、ほかの政令市は、比べたときに、 

さいたま市はこれ、早いのか遅いのか。どういう状況なんでしょうか。 

○事務局  順番で申しますと、政令市になったという時期もありますけれども、遅いほう 

です。ただ、児童相談所、市が直接行うというあたりでは、５番目ぐらいです。 

 と申しますのは、先行している政令市の夜間の電話通報というのは、いわゆる転送電話

で、委託した施設の宿直職員が電話を取ってメッセージを伝えるということで、それでは

明日の朝相談所に伝えておきますというような対応になってしまっているんですけれど、

直接市の児童担当が受けて対応するということは、そこで一つ判断をしてですね、対応を

行うというあたりでは、直営と委託の違いということで、直営では５番目ということでご

ざいます。 

○産経新聞  資料１の２番のところでいいですか。政令市の実施の有無のところの、横 

浜、名古屋、京都、福岡に続いて５番目ということでいいんでしょうか。 

○事務局  はい、そうです。 

○産経新聞  この先行している４市については転送でメッセージを受けるという……。 

○事務局  ではありません。ほかの……今出てきたのは市が直営です。そのほかの市が転 

送電話ということですね。 

○産経新聞社  あと、その同じ資料１の２番のマル１からマル５の事業名の中の一番下の 

、４か月児健康健診の未受診児童のフォローとあるんですけど、これは、昨年度まで県が

やっていたものを市が新規事業としてやるということでいいんでしょうか。 



○事務局  県ではなく、さいたま市はさいたま市で４か月健診を行っておりますので、昨 

年まではまだ、完全にはできていませんでしたので、昨年までは１歳６か月の未受診フォ

ローを行っておりました。今年度は４か月未受診フォローも行う予定でおります。 

○日本経済新聞  ２４時間のこの電話相談やることで、費用はどのくらい余計にかかる 

んですか。 

○事務局  非常勤職員の人件費のみ……のみではありませんけど、電話の設置と、あと、 

相談室、電話を受ける部屋の改修工事が初期整備でかかっております。 

○日本経済新聞  で、幾らぐらい。 

○事務局  約１，６００万。 

○日本経済新聞  年間１，６００万？ 

○事務局  そうです。 

○ＮＨＫ  すみません、ＮＨＫですけれども、２４時間虐待電話相談のほうは、直営プラ

ス、転送にしている政令市も含めると、今回は何番目ぐらいの取組みになるんでしょうか。 

○事務局  各市とも一応、もう実際には行っております。 

○ＮＨＫ  全政令市で？ 

○事務局  はい。 

○ＮＨＫ  静岡も含めて……。 

○事務局  あ、静岡だけは……まだ、ここは確認しておりません。 

 それで、直営が、横浜、名古屋、京都、福岡、それと札幌市。で、６番目ということに

なります。 

○共同通信  ほか、議題に関して質問はございませんでしょうか……。 

 それでは幹事社質問に移らせていただきたいんですが、だいぶ重複はしてしまうんです

けど、まず、今回の選挙結果をどう受け止めて、どう市政に反映していかれるお考えかと

いうのが１点。 

 もう１点は、これも多少重複ありますけど、具体策の中でも一番なし遂げたいこと、や

り遂げたいこと、そしてお考えをお聞かせください。 

○市長  代表質問の前にですね、そのほかの、お手元にね、いろんな資料を配付をさせて 

いただきました。今週末、ばらまつり、それからまた大宮の薪能、うなぎまつり、鉄道ふ

れあいフェアというふうに、春のですね、いろんな行事が目白押しですので、ひとつ、ご

都合のつく限り取材方よろしくお願いしたいというふうに思っています。 

 今年は、ばらまつり、ちょうどね、ちょうどいいみたいですよ。例年いつもね、咲き過



ぎちゃって困っちゃうんだけど、今年はちょうどいいみたいです。少し涼しかったから。

ひとつ取材方お願いします。 

 それでは、代表質問のほうに答えてまいりたいというふうに思います。 

 まず、いろいろご質問あるんでしょうけれども、選挙結果の受け止め、また、地域ごと

の得票状況というようなことですが、投票率については３５．５１パーセントということ

で、前回の４６．４１パーセントに比べると大変低い結果となったということであります。

また、大型連休が重なったことなども影響したものと思います。 

 選挙結果につきましては、厳しい中での選挙ではございましたけれども、再び市民の皆

様から信任をいただくことができたというふうに思っております。 

 これは、私がこの４年間さいたま市長として取り組んできた市政に対する評価をいただ

けたことと、また、マニフェストに掲げました、理想都市さいたま市をつくっていくため

の理念や具体的政策に対して、市民の皆様からご支持をいただけたことの結果ではなかっ

たかと考えておりまして、責任の重さに身の引き締まる思いであります。 

 選挙結果の市政への反映ということですが、市民の皆様にお約束をいたしましたマニフ

ェストに掲げた政策を着実に実施をし、市民の皆様の負託にこたえていくことが私の責務

と考えております。 

 選挙期間を通じまして、市民の皆様の市政に対するさまざまな期待やご意見、ご要望に

接することができました。初心に戻りまして、こうした市民の皆様の声を今後も市政に生

かしていきたいと考えております。 

 先ほど、職員に対しましても、納税者の視点、情報公開と住民参画、費用対効果、この

三つの意識をですね、きちんと持って職務に精励をしていただきたいということを消防の

講堂での幹部職員への訓示ということで行い、また、放送によるですね、庁内の放送によ

っても、そのへんのことを強調しておいたところでございます。 

 いずれにいたしましてもですね、今回の信託の結果を厳粛に受け止めて、１１０万市民

の皆様への責任を果たすために、職員とともに、理想都市さいたま市の実現に向けて全力

を尽くしてまいります。 

 それから、質問２番目、４年間で一番なし遂げたいことということでありますが、これ

まで築き上げてきました政令指定都市としての基盤、いわばキャンバスに多彩なカラーを

塗っていくことによって、さいたま市らしさを生み出し、ある部分ではナンバー１、全体

としてはオンリー１のさいたま市をつくっていくということであります。 

 このために、市民の皆様との協働のもと、「十区十色」ともいえるような、各区の特色



を生かした個性豊かな地域づくりをさらに進めることもに、子育て支援の一層の充実や新

しい産業創造の支援にも取り組んでまいりたいと考えています。 

 また、さいたま市は、東日本の交流拠点都市としての高いポテンシャルに加え、豊かな

自然をはじめ、サッカー、盆栽、鉄道、人形などの本市固有の多彩な文化がありますので、

これらの資源を生かしながら、理想都市づくりの次のステップに進んでいきたいと考えて

います。 

 なお、付け加えますならば、（仮称）さいたまタワーも、さいたま市に新たなシンボル

とにぎわいをもたらす大変重要な施設と考えておりますので、その実現には引き続き全力

を尽くしてまいりたいと考えています。 

 いずれにいたしましても、今後４年間、さいたま市長として誠心誠意さいたま市の経営

に取り組んでまいりたい、このように思っているところでございます。 

 とりあえず、以上です。 

○共同通信  ありがとうございました。 

 それでは各社さん、質問お願いします。 

○埼玉新聞  埼玉新聞です。 

 もううんざりするかとは思うんですが、選挙期間中にですね、ほかの候補が、多選とか

ですね、それから、市長給与アップの問題を取り上げましたですね。市長はそのつど反論

されていましたですね。 

 で、その批判が当たっているかどうかは別にして、あれで票が向こうに持っていかれた

なというような傾向はお感じになりますか。 

○市長  それはあるだろうね。率直に言ってありますね。 

 特に給与アップの問題ではね、共産党が前回から約３倍取ってますわね。これは、去年

の報酬引上げの直後から、ずっと、ポスターを貼ってね、市長給与、それから議員報酬の

引上げは許せませんとか、こういう、ずーっと貼ってありましたからね、かなりボディブ

ローであれ効いたんじゃないですか。そう思うけどね。 

 ただ、言わせてもらえば、そのへんのことについてはね、こちらもすぐに減額条例は引

いているんだけど、そのへんが理解されていないのかなと。 

 許せません、でも減額条例引いていました、書いてないからね、あのポスターには。 

 それとあと、話題にならないのは、調査費が話題にならないんですよね。 

○埼玉新聞  議員の？ 

○市長  そうそう。市長はないから、調査費というのはね。 



 調査費が話題にならないんだけど、調査費もかなりアップされててね。で、議員報酬の

ことは言っているんだけど、調査費のことは一言も言ってないんだよ、共産党もね。あの

へんもちょっと矛盾があるんじゃないかなと思いますがね。 

○埼玉新聞  選挙に関してもう１点なんですけど、大宮で最終日にですね、相手の姿が 

見えないと言って、かなり危機感込めた街頭演説をなさいましたね。中森さんがかなり追

い上げているというようなことを感じたのは、いつごろですか。 

○市長  やっぱり、９日からが正常な……正常なというとおかしいんだけど、連休や土・ 

日が終わって、９日からが後半戦というかね、選挙になったわけですが、そのへんで、２

日３日たってみて、水曜……木曜ぐらいですかね、なんとなくこう、ひたひたと迫ってい

るなという感じはしましたよね。これはやっぱり長いあいだ選挙やっているからね、皮膚

感覚なのね。だれがどこで何を言ったからとか、そういう話じゃなくて。 

○埼玉新聞  街頭演説といいますか、小規模の集会で、都市経営戦略会議を立ち上げた 

いということをおっしゃっていましたけど、いつごろ……。 

○市長  早速やります。 

○埼玉新聞  ああ、そうですか。 

○市長  ええ。早速やってね、やっぱり、マニフェストの進行管理もやらなきゃいけない 

し、それから、何を最初にやっていくかだとか、その順位付けだとかね、すぐやりますっ

ていうのが何項目かあるわけですけれども、その中で、もう既に手をつけているものもあ

るし、何からやりますという、そういう順位付けもしなきゃいけませんから、これは早急

にね、立ち上げます。 

○産経新聞  それはいつごろ……。 

○市長  月内には立ち上げようと思っているんだけど。 

○産経新聞  今月中……。 

○市長  うん。 

○産経新聞  都市経営会議というのはその、例えば、各種専門家の方に集まってもらっ 

て討論してもらうというようなかたちを……。 

○市長  そうね。ただ、あんまりね、ご承知のように、あんまり人数が多くなっちゃうと 

いろいろ、討論にならなくなっちゃうからね。僕は、経営戦略会議というのは、あくまで

ある意味では内部的なね、せいぜい１０人ぐらいの人数でやって、それで、それぞれの議

題によって専門家の方だとか、それから担当者、入ってもらって、というふうに整理をし

ていかないとね、何でもかんでも集めちゃうと、これじゃどうにもいかなくなると思うの



で、そういうふうに、そういうふうな仕切りでやっていきたいなと思っているんですがね。

これはまだ、これからもうちょっと助役さんたちとも議論してから決めることなんですが、

基本的に、僕の考えとしてはね、そういうことだということですね。 

○産経新聞  トップは市長みずからがなられる……。 

○市長  そうですね。はい。 

○朝日新聞  朝日新聞ですけど、よろしいでしょうか。 

 今回の選挙結果を受けて、市長自身もまだ都市対抗が残っていることを強く感じたとい

うことをおっしゃっていましたけれども、今後、岩槻含めて旧４市と、融和はどう図って

いきますか。 

○市長  今までどおり、誠心誠意、行政としてやっていくということですよね。 

○朝日新聞  過去４年間も同じようにやってこられたと思うんですけれども、まだそれ 

が残っていたというのが今回の選挙結果に表れていますけれども、そのへんはどうお感じ

になりますか。 

○市長  残念だと思うね。 

○朝日新聞  残念……。 

○市長  一生懸命やってきたことがね、なんか裏切られたような気がするよね。本当に、 

いろんな事業でも何でも、それこそ分け隔てなくというか、浦和の人には、お前は大宮寄

りだって怒られながらやっていたんだけどね、それがああいう結果になったということは

誠に残念ですよ。 

○日本経済新聞  具体的にですね、過去４年間、大宮を中心にどういうところで配慮さ 

れてきたんでしょうか。 

○市長  だから、やっぱり、大宮で一番ね、問題というのは東口の開発ですよね。これと 

西口の区画整理ね。この大宮駅中心のことが、非常に今まで、住民というか権利者という

か、合意が全く得られないで頓挫してしまっていたということの中で、２．４ヘクタール

の再開発計画は取り止めて、今、大宮駅東口リニューアルプラン、これを提示をしている

んですけども、なかなか、全体的に反対だという方はおられないんですけれども、具体的

にはなかなか進行が、うまく進まないという部分がありましてね、それは、住民の方とい

うか、権利者もいらだちがあるんでしょうけど、こちらも非常にいらだっていますわね、

それはね。もうちょっと協力してくれてね、進めないものかなという思いがありますよね。 

 それから、西口の区画整理は、権利変換計画を去年、１６年度に提示をしてありまして、

今、そのへんの返事待ちというか、そのへんのことをそれぞれの地権者に納得いただける



かという作業をやっていますので、ある意味では、華々しい作業じゃないんです、これ。

水面下みたいな作業だから、やっぱり目に見える形にはなっていないということでね、い

ろいろ仕掛けてはいるんだけれども、結果として、何かが建ったとか、そういう話じゃな

いもんだから、難しい部分はありますけどね。 

○日本経済新聞  今のお話ですと、大宮への配慮というのはどういうかたちで……今の 

お話、つまり、大宮の東口再開発の２．４ヘクタール、まず取り止めたというのが配慮に

なるわけですか。 

○市長  取り止めたのが配慮というよりも、本当に東口再開発やろうとしたらば、２．４ 

ヘクタールの範囲ではとても無理だと、そういう判断ですよね。で、今度は、６０ヘクタ

ールという広い範囲の中で、今、とりあえずリーディングプロジェクトとしては、駅前広

場、それからバスターミナル、この２本をね、とりあえずやっていこうということで提示

しているんですけどね。 

 大宮駅の東口でね、朝の駅頭なんかでもね、ごあいさつするじゃないですか。すると、

タクシー乗り場があって、僕が立ってて、すると通勤客がね、バスの発着場が遠いわけだ

よね、かなり。高島屋の前とか向こうのほう。で、向こうからぞろぞろぞろぞろ歩いてく

るのよ。で、駅前広場突っ切って歩いてくる。それでもって、タクシーがその間をスーッ

と抜けてはタクシー乗り場に着いていると。これはもう、ほんとにどうしようもないなと

思いましたよね。とりあえずバスの乗り入れ、乗降の場所をきちんと確保しないと、あれ

じゃあ、交通事故起きてもしょうがないのかなというふうな気がしましたけどね。そうい

ったところからね、やっていくということですよね。 

 具体的な、じゃ、何があったかということで言えば、鉄道博物館の誘致ですよね、一つ

は。これが決定したと。それから、県との共同事業という中での盆栽の事業ですね。これ

もやることに決定しているというあたりがね、ひとつの、目に見える形としてはそういう

ことなんだろうというふうに思っていますがね。 

○毎日新聞  毎日新聞です。 

 その融和の点でですね、選挙後、しきりに市長は、実際に直接会った人たちにはある程

度理解してもらえたということをおっしゃっていましたけれども、岩槻も加わって、さら

に市が大きくなりました。市民との距離という点では、さらに遠くなるという気もするん

ですけれども、それをどう克服……。 

○市長  それを補うのはね、政令市の区の制度ですよね。だから、ある意味では区長さん 

にもうちょっと、ＰＲするというと変な言い方になるんだけど、市のいろんな考え方ね、



これ等、何かの会合の折にね、また区長さんのほうからもいろいろ話をしてもらうという

ことは必要になってくるでしょうね。やっぱり１１８万、もうすぐ１２０万というふうな

まちで、一人ひとりとお会いしてたら……現実には不可能な話ですから。 

 ただ、申し上げたようにね、いろいろ接触のあった、議員さんだとか、いろんな団体の

長だとか、そういった方々におかれてはね、かなりね、相川も配慮しているなということ

はわかっていただけたみていですよね。その下までなかなかね、いかなかったということ

なんでしょうね。 

 時間的にどうなんだ？ 報道監、時間的にどうなの？ 

○進行  一応、幹事社さんのほうにお願いしてありますものですから。 

○共同通信  もしあれば、あと１問だけ……。 

○朝日新聞  市長、前回の会見で、４年間の評価ということで、市政運営振り返って、 

９０点ということをおっしゃっていたんですが、今回、新たな４年を始めるに当たって、

あえて、１期目の反省点というか、こういうところを今後生かしていきたいというところ

をお聞かせいただきたいんですけれども。 

○市長  要するに、いろんな意味でね、仕掛けたのはいっぱいあるんだけど、それがまだ 

結果として表れてきていなかった４年間なんですよ。政令市としての枠組みをつくるとか

ね、そういう４年間だったから、結果としての、これができました、あれができましたと

いう話というのは、なかなかまだ出てこなかった４年間。 

 これからの４年間というのは、そういうものが次々ね、出てくると。一つの政令指定都

市効果というものがね、目に見えてくるだろうというふうに私、思っていまして、そうい

ったことを通じてね、さいたま市の、住みたいと思えるような、そういうまちにしたいな

というふうに思っていますがね。 

○朝日新聞  具体的に結果を出せなかったなというものはありますか。 

○市長  はい？ 

○朝日新聞  具体的にはありますか。ここを本当は４年間で結果出したかったけれども 

、出せなかったのでこの４年間でという……。 

○市長  やっぱりそれは、さっき言った東口の再開発とかね、そういう話ですよね。地権 

者が多くてなかなか話にのってきてくれないものだからね、非常に歯がゆいですよね。こ

んなことやっていると都市間競争で負けちゃうよ。大宮の中だってね、コクーンができて

ステラができてね、完全に中心が空洞化しちゃったでしょう、今見てても。エキュートが

できちゃって。 



 そういう危機感をね、もうちょっと地権者の人には持ってもらいたいんだけど、なかな

か、ある程度の人の流れがあるから、ある程度商売になってしまうというか、そのへんが

逆にブレーキになっている可能性はありますわね。 

○産経新聞  よろしいですか、その他の質問になってしまうんですけれども。 

○市長  時間も、次が詰まってますので……。 

○産経新聞  １問で終わらせますので、よろしいですか。 

 昨日ですね、知事の定例会見で埼玉高速鉄道の話がありまして、まず、知事のほうから、

さいたま市についてですね、一般市の感覚がまだ残っているんじゃないかということをお

っしゃったんですが、その発言についてはどういうふうに……。 

○市長  しょうがないでしょう。まだ２年だもの。 

○産経新聞  仕方がないと。 

○市長  これからですよ、やっぱりね。 

○産経新聞  沿線のですね、イメージの、これからつくっていく、その立ち上げとかです

ね、今後いろいろあると思うんですけれども、さいたま市としてですね、ここはその、

ある種、県よりもリーダーシップを発揮できるとかですね、そういったところはどんな

ところにあると思いますか。 

○市長  区画整理事業の中でね、公団……じゃないや、再生機構が受け持っている部分と 

、市が受け持っている部分とありますから、その市が受け持っている部分については主体

的に進めることが可能だということですね。 

 それと、イオンだっけ？ イオンがもう建設始めていますので、かなり様子がまた変わ

ってくるのかなと思っていますがね。 

 沿線開発というのは、じゃ、どこまで沿線かという部分がね、結局、延伸をするしない

という議論じゃなくて、どうやって延伸するかはお願いしますという話はしていますけれ

ども、基本的にね、それをまず、じゃ、例えば岩槻までなのか蓮田までなのかということ

がわかってこないと、沿線というのはどこからどこまでが沿線かという定義ができない部

分があるから、そのへんもね、大至急詰めなきゃいけないなと思っていますけどね。 

○日本経済新聞  延伸については、市はどういうリーダーシップを取っていこうという 

考えですか。 

○市長  これから県と、当然話し合っていくわけですけれども、まずね、やはり負担割合 

をどうするかということが重要でしょうね。それと、今のあれだと、国への働きかけね、

このままじゃなかなか持ち上がらないでしょうから、そういったこともまた考えていかな



きゃいかんだろうと思っていますがね。 

○産経新聞  市長個人のお考えでいいんですけれども、沿線のイメージというのは、どん

なイメージがいいなというのは、なんかお考えはありますか。 

○市長  やっぱり基本的にはね、さいたま市というのは、ご承知のように、新幹線５路線 

の集まる交通結節点であると同時に、やっぱり、かなりの部分というか半分、６割、７割

ぐらいですかね、住宅都市イメージですよね。住宅都市という意味での沿線の開発という

かね、あと、できれば、いい学校でもね、来てくれればいいなと思いますけどね。文教都

市というような部分でね。 

○共同通信 それでは、なければ終わらせていただきます。 

○進行  これで、定例記者会見を終了させていただきます。 

 本日はありがとうございました。 


